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佐用自動車株式会社 ・・・・・ 「エコアクション 21」の認証取得し「環境汚染防止整備」を推進（下段右） 
           兵庫県下でいち早く「でんきエコステーション」を設置（下段左） 

 

 

 



目      次 

 

まえがき  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

平成２４年度環境行動計画（一覧）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

平成２３年度環境行動計画の取り組み及び評価（一覧）  ・・・・・・・・・・・・  ６ 

平成２４年度環境行動計画の重点事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

平成２３年度環境行動計画の重点事項への取り組み及び評価  ・・・・・・・・・・  １１ 

平成２４年度環境行動計画（交通環境対策の４本の柱）  ・・・・・・・・・・・・ １５ 

 

 Ⅰ．地球温暖化問題への取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

  １．自動車交通対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

   （１）低公害車の普及等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

     ①自動車グリーン税制・自動車重量税等の減免の活用 

     ②協議会等を活用した普及啓発活動の推進 

   （２）交通流対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

     ①連続立体交差化事業の推進 

  ２．環境負荷の小さい交通体系の構築 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

   （１）公共交通機関の利用促進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

     ①地域の公共交通の活性化・利用円滑化 

       １）地域公共交通の活性化・再生の推進 

     ②バリアフリー施策の推進 

       １）旅客施設、バス車両等のバリアフリー化 

       ２）基本構想策定支援 

       ３）バリアフリー教室の開催 

      ４）交通のバリアフリー化に貢献のあった方々に対する顕彰 

      ５）その他 

     （２）モビリティ・マネジメントの推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

     ①モビリティ・マネジメント施策（ＭＭ施策）の推進 

     ②エコ通勤の推進（職場交通マネジメントの推進） 

   （３）グリーン物流の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

      ①グリーン物流パートナーシップ推進事業の促進 

     ②グリーン物流セミナーの開催 

      ③流通業務総合効率化事業の推進 

      ④モーダルシフト等推進事業の促進 

          ⑤３ＰＬ（ｻｰﾄﾞ･ﾊﾟｰﾃｨ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ）事業の促進及び人材育成の推進 

    （４）環境に優しい事業運営の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 

      ①運送事業者のグリーン経営の推進 

     ②ＥＣＯ整備（点検・整備）の推進 

      ③自動車整備事業者等に対する顕彰 

     ④優良自動車運送事業者に対する顕彰 

     ⑤内航船・旅客船に対する低炭素化促進事業の推進 

⑥スーパーエコシップ等のエネルギー使用合理化船舶導入の推進 

⑦環境対策セミナーの開催 

 

 



   （５）交通分野での環境保全に貢献のあった方々への顕彰 ・・・・・・・・・・ ３４ 

      （６）出前講座等による啓発活動の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 

     ①出前講座の実施 

       １）近畿運輸局の取り組み 

       ２）神戸運輸監理部の取り組み 

     ②交通エコロジー教室 

       １）近畿運輸局の取り組み 

       ２）神戸運輸監理部の取り組み 

     ③エコドライブの啓発 

  ３．輸送分野におけるエネルギー使用の合理化の推進 ・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

   （１）改正省エネルギー法による省エネ対策の推進 ・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

４．節電に関する取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

   （１）節電の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

 

 Ⅱ．大気汚染問題への取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

  １．ＣＮＧトラック・バスの導入促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

   （１）普及啓発活動の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

  ２．自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく事業者指導の実施 ・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

  ３．ディーゼル車の点検の実施等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４５ 

   （１）ディーゼルクリーン・キャンペーンの実施 ・・・・・・・・・・・・・・ ４５ 

   （２）市民黒煙モニター制度の活用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 

  ４．街頭検査の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 

  ５．国道４３号等の沿道における環境改善 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

   （１）尼崎地区ディーゼル車排ガスクリーンキャンペーンの実施 ・・・・・・・ ４７ 

   （２）迂回運行の要請 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８ 

    ６．船舶からの大気汚染物質の排出規制業務の円滑な実施 ・・・・・・・・・・・ ４８ 

 

 Ⅲ．循環型社会の形成に向けた取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５０ 

  １．自動車リサイクルの円滑な推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５０ 

   （１）自動車登録関係業務の円滑な実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５０ 

   （２）自動車整備事業者における対応  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１ 

  ２．ＦＲＰ船リサイクル ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５２ 

         ＦＲＰ船リサイクルの推進 

 

 Ⅳ．海洋汚染対策・プレジャーボート関係利用環境対策 ・・・・・・・・・・・・・ ５３ 

  １．海洋汚染問題への取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５３ 

      ①外国船に対する海洋汚染防止設備等に関する検査の強化 

          ②海洋汚染防止設備の立入検査の実施 

      ③廃油処理事業者への指導 

      ④油濁防止管理者養成講習の実施 

     ⑤入港外航船舶へのＰＩ保険加入状況の確認及び立入検査等の実施 

  ２．プレジャーボート関係利用環境対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５ 



 
交通環境対策アクションプラン 

 

 - 1 -

 地球温暖化問題は、人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つです。 

地球温暖化対策は、資源やエネルギーを効率良く利用する努力を行いながら、大量生産・

大量消費・大量廃棄型の社会経済活動や生活様式を見直すことを迫るものであり、その

意味で1997 年の京都議定書の採択は転換点となるものです。 

 京都議定書では、気候変動枠組条約の究極的な目的を達成するための長期的・継続的

な温室効果ガスの排出削減の第一歩として、我が国はＣＯ２等の温室効果ガスの排出量

を、第一約束期間（2008 年～2012 年）に基準年(1990 年)に対して６％削減することが

定められました。 

2009 年 12 月には、コペンハーゲンでＣＯＰ15 が開催され、削減目標・削減行動の提

出等を盛り込んだ「コペンハーゲン合意」に留意することが決定し、我が国は同合意に

賛同する意志を表明し、全ての主要国による公平かつ実効性のある国際枠組みの構築及

び意欲的な目標の合意を前提として、温室効果ガスの排出量を 2020 年までに 90 年比で

25％削減する目標を提出しました。 

2011 年 11～12 月には、南アフリカのダーバンでＣＯＰ17 が開催され、我が国が目指

す「全ての国に適用される将来の法的枠組み」に関して、可能な限り早く、遅くとも2020

年から発効及び実施するとの道筋が合意されました。他方、京都議定書の第二約束期間

について、その設定に向けた合意がなされましたが、我が国は同約束期間には参加しな

い方針を表明し、自主的な削減努力を実施することとしています。 

 国土交通省は、美しく良好な環境の保全・再生・創造を国土交通行政の最重要テーマ

の一つとして、積極的な取り組みを行ってまいりました。2010 年 3月に一部改訂された

国土交通省環境行動計画では、「環境と経済・社会を統合的に向上させていくという視点」、

「総合的・連携性という視点」、「人や企業の行動に働きかけるという視点」及び「面的

広がり（圏域）、時間的広がり（時間軸）の視点」の4つの視点を基本的な考え方とする

ことにより、国土交通行政のグリーン化の定着を目指すことを掲げています。 

このような状況の中、近畿運輸局及び神戸運輸監理部では、国民の期待に応えるため

近畿地域における交通環境問題に対して真摯に向き合い、関係自治体、関係団体等と連

携し、ＣＯ２等の温室効果ガスの削減目標を達成するため、交通関係の削減対策を行っ

てまいります。 

まえがき 



参照頁

Ⅰ．地球温暖化問題への取り組み ☆ 16

18

２．環境負荷の小さい交通体系の構築
　　　　（１）公共交通機関の利用促進 19

20

　　　　（２）モビリティ・マネジメントの推進 24

☆ 24

１．自動車交通対策

項　　　　　　　　　　　　　　目

低公害車の普及・促進のため啓発活動の推進を図ります。

地域の公共交通の確保維持、利便性の向上等による公共交通の活性化・利用円滑化に向けた
取り組みに対する総合的な支援を実施します。

「エコ通勤」の推進に向けて、自治体や事業所の新規認証・普及啓発に取り組みます。

平成２４年度　環境行動計画

荷主企業やトラック事業者等物流事業者に対し、鉄道や海上輸送への転換を推進するグリーン

バリアフリー新法に基づき、旅客施設、道路、建物等の一体的・総合的な取り組みを進めます。

環境負荷の軽減や公共交通機関への利用転換等モビリティ・マネジメント施策を推進します。

具  体  的  内  容  

連続立体交差化事業による踏切の除去及び歩道拡幅により、踏切の安全対策及び周辺道路の
渋滞緩和を進めます。

　　　　（３）グリーン物流の推進 26

27

☆ 28

29

　　　　（４）環境に優しい事業運営の推進
☆

30

31

32

荷主企業、物流事業者等、物流に係る関係者によって構成される協議会が行うモーダルシフト等
の推進を図る取り組みを支援します。

３ＰＬ事業の促進のためのガイドラインの周知や人材育成等に取り組みます。

効率的で環境負荷の小さい物流の構築を目指し、流通業務総合効率化事業の推進を図ります。

グリーン経営推進マニュアルを周知するとともに、運送事業者に対しグリーン経営認証制度の普
及を図ります。

ＥＣＯ整備（点検・整備）の推進に取り組みます。

環境保全優良自動車関連事業場等表彰制度を運用して、より一層多くの事業場等に環境保全
意識の醸成を図ります。

荷主企業やトラック事業者等物流事業者に対し、鉄道や海上輸送への転換を推進するグリーン
物流パートナーシップ事業の促進を図ります。又、グリーン物流セミナーを開催します。

低公害車の導入、ISO１４００１・グリーン経営認証の取得など自動車運送事業を通じて環境対策
32

32

33

34

　　　　（５）交通分野での環境保全に貢献のあった方々へ
　　　　　　 の顕彰

34

　　　　（６）出前講座等による啓発活動の推進 34

39

電気推進システムを採用し、環境に優しい船舶（スーパーエコシップ）の建造やエネルギー使用
合理化船舶導入の推進を図ります。

海上交通低炭素化促進事業補助制度を活用し、環境負荷の低減を図ります。

多くの学校から出前講座の依頼をして頂けるよう、教育委員会に対して働きかけを行います。

交通がもたらす環境への影響に対する理解等を深めるために、「交通環境学習」を開催します。

交通分野における環境対策の一層の推進を図るため、環境保全に著しく貢献のあった方々に対
し表彰を行います。

低公害車の導入、ISO１４００１・グリーン経営認証の取得など自動車運送事業を通じて環境対策
等の社会貢献を果たしている自動車運送事業者を表彰することにより、環境負荷低減の啓蒙を
図ります。

物流事業者を対象に環境対策セミナーを開催し、CO2排出量削減に向けた取組の普及啓発を図
ります。

40

３．輸送分野におけるエネルギー使用の合理化の推進 41

４．節電に関する取り組み ☆ 41

☆は重点事項

－　２　－ －　３　－

改正省エネ法に基づき、特定輸送事業者の省エネに向けた取り組み状況を調査するとともに、そ
の取り組み内容を事業者間で共有し省エネ措置の確実な実施を図っていきます。

イベントやフェアにおいて一般ドライバーを対象にエコドライブの啓発を行います。

電力需給の逼迫に備えて、使用電力の抑制を図るとともに地球温暖化防止の観点から、節電の
取り組みを推進します。



参照頁

Ⅱ．大気汚染問題への取り組み １．ＣＮＧバス・トラックの導入促進 43

２．自動車Nox・PM法に基づく事業者指導の実施 43

３．ディーゼル車の点検の実施等 45

４．街頭検査の実施 46

具  体  的  内  容項　　　　　　　　　　　　　　目

６月及び10月を重点実施期間としてディーゼルクリーン・キャンペーン展開し、街頭検査の実施及
び迷惑黒煙通報制度を活用し、更なる環境対策を推進します。

ディーゼル車の黒煙検査や燃料検査に重点を置いて、安全確保、環境保全のため街頭検査を
行い、整備不良車や不正改造車の排除、撲滅に努めます。

自動車Nox・PM法に基づく一定規模以上の運輸事業者の自動車使用管理計画実績報告書の提
出等指導を実施し、低公害車の導入促進と適正運転の指導に活用します。

近畿黒煙ゼロ推進連絡協議会の活動を中心に、ＥＶ貨物車プロジェクトの支援、低公害車普及促
進に関する説明会や展示・試乗会等の実施、ＣＮＧ大型トラックの普及促進、低公害車普及促進
に関するシンポジウムの開催など啓発活動の推進を図ります。

５．国道４３号等の沿道における環境改善 47

６．船舶からの大気汚染物質の排出規制業務の円滑な
　　実施

48

Ⅲ．循環型社会の形成に向けた取り組み １．自動車リサイクルの円滑な推進 50

２．ＦＲＰ船リサイクル 52

Ⅳ．海洋汚染対策・プレジャーボート関係利用
　　 環境対策

１．海洋汚染問題への取り組み 53

53

行い、整備不良車や不正改造車の排除、撲滅に努めます。

尼崎地区ディーゼル車排ガスクリーンキャンペーンとして街頭検査を計画し取り組んでいきます。
又、阪神高速湾岸線への迂回運行の要請や幹線沿道交通環境改善促進に向けた取り組みを実
施します。

外国船舶に対して実施するポートステートコントロール（ＰＳＣ）において、海洋汚染防止条約に基
づき適正な検査を実施します。

外国船に対する海洋汚染防止設備等に関する検査の強化を図ります。

海洋汚染防止設備の保守・管理状況及び廃油の処理・管理状況の立入検査を実施します。

ＦＲＰ船リサイクルシステムの利用促進と自治体による廃船処理システムの活用を促進します。

自動車リサイクル法の施行に伴う新抹消登録制度の適正な運用を図り、関係行政機関とも連携
し使用済み自動車の不法投棄の防止や資源のリサイクルに努めます。又、自動車整備における
リサイクル部品の普及促進等を図ります。

53

54

54

54

２．プレジャーボート関係利用環境対策 55
プレジャーボート等の利用適正化に向け関係者との意見・情報交換を行い、又、水上バイクの水
域利用に関するルール、マナー啓発活動を実施します。

船舶油濁損害賠償保障法に基づき、入港外航船舶へのＰＩ保険加入状況の確認及び立入検査
等を実施します。

海洋汚染防止設備の保守・管理状況及び廃油の処理・管理状況の立入検査を実施します。

廃油処理事業者に対し、廃油処理施設への立入等により、廃油の適正な処理が行われるよう指
導します。

船舶からの油の不正な排出の防止に関する業務の管理を行う「油濁防止管理者」を養成する講
習を実施します。

－　４　－ －　５　－



目   標 参照頁

１．自動車交通対策 低公害車の普及促進のため啓発活動の推進を図ります。 ◎ 次世代自動車試乗会を開催し、低公害車の普及啓発活動を実施しました。 18

連続立体交差化事業を推進し、踏切の除去により周辺道路の渋滞
緩和を図ります。

計画された各線の連続立体交差事業は、一路線で当初計画より遅れていますが、概ね計画どおりに進捗しています。 19

公共交通の維持、利便性向上等による公共交通の活性化・利用円
滑化に向けた取り組みに対する総合的な支援を実施します。

地域公共交通総合連携計画が60地域において策定され、地域の実情に応じた公共交通利用促進事業が実施されてい
ます。

20

バリアフリー新法に基づき、旅客施設、道路、建物等の一体的・総合
的な取り組みを進めます。

鉄道駅、バス車両等のバリアフリー化は補助制度の助成等により整備が進みましたが、改正された基本方針による新た
な整備目標を達成するためには更なる取組が必要です。

20

　（２）モビリティ・マネジメントの
       推進

環境負荷の軽減や公共交通機関への利用転換等モビリティ・マネジ
メント施策を推進します。

モビリティマネジメントセミナーを開催し、自治体や交通事業者の交通政策担当者にＭＭに対する理解を深めることがで
きました。

24

「エコ通勤」の推進に向けて、自治体や事業所への積極的な支援を
行います。

◎ 各種協議会の場を活用し、又、自治体、交通事業者等に出向いてエコ通勤の取組のPRを行いました。その結果、新たに
25事業所を「エコ通勤優良事業所」として認証、登録を行いました。

24

　（３）グリーン物流の推進
荷主企業やトラック事業者等物流事業者に対し、鉄道や海上輸送へ
の転換を推進するグリーン物流パートナーシップ事業の促進を図り
ます。又、グリーン物流セミナーを開催します。

関西グリーン物流パートナーシップ会議の開催、グリーン物流セミナーの開催により、鉄道やフェリー・RORO船利用の環
境面での優位性をＰＲしました。

27

効率的で環境負荷の小さい物流の構築を目指し、流通業務総合効
率化事業の推進を図ります。

流通業務効率化計画の認定を4件行い、事業の推進を図りました。 27

荷主企業、物流事業者等、物流に係る関係者の連携によるモーダル
シフト等の推進を図ります。

◎ 「モーダルシフト等推進事業費補助金交付制度」により、モーダルシフトを推進する協議会に助成し、取組を支援しまし
た。

29

３ＰＬ（サード・パーティ・ロジスティクス）事業の促進のためのガイドラ
インの周知や人材育成等に取り組みます。

３ＰＬ（サード・パーティ・ロジスティクス）事業促進のための各種ガイドラインの説明や人材育成の必要性について講演等
を行いました。

30

  （４）環境に優しい事業運営の
        推進

グリーン経営推進マニュアルを周知するとともに、運送事業者に対し
グリーン経営認証制度の普及を図ります。

◎
グリーン経営認証制度の説明会を年10回開催し、また、各種会議・イベント等の機会にパンフレットを配布して制度の普
及を図りました。今後も引き続き制度の普及を図っていきます。

31

ＥＣＯ整備（点検・整備）の推進に取り組みます。 自動車点検推進運動において普及・啓発活動を行いました。 32

循環型社会形成に向け、環境対策に積極的に取組んでいる自動車
整備事業者等を表彰し、より一層多くの事業場等に拡大されるよう推
進を図ります。

環境対策に積極的に取組んでいる自動車整備事業者等272事業場を表彰しました。 32

低公害車の導入、ISO１４００１・グリーン経営認証の取得など自動車
運送事業を通じて環境対策等の社会貢献を果たしている自動車運
送事業者を表彰することにより、環境負荷低減の啓蒙を図ります。

自動車運送事業を通じて環境対策等の社会貢献を果たしている自動車運送事業者48事業者を表彰し、環境対策の意識
向上を図ることができました。

32

内航船・旅客船に対する低炭素化促進事業の推進を図ります。 ◎ 海上交通低炭素化促進事業費補助制度により9次募集まで実施し、環境負荷低減に資する事業を支援しました。 32

電気推進システムを採用した環境に優しい船舶（スーパーエコシッ
プ）等のエネルギー使用合理化船舶導入の推進を図ります。

管内事業者において、平成23年度に１隻が就航しました。 33

物流事業者を対象に、環境対策セミナーを開催し、二酸化炭素排出
量の削減に向けた取組の普及啓発を図ります。

環境保全活動に取り組んで頂くため、先進的な取組事例や支援制度を紹介するセミナーを開催しました。 34

　（５）交通分野での環境保全に
　　　 貢献のあった方々への顕
　　　 彰

交通分野における環境対策の一層の推進を図るため、環境保全に
著しく貢献のあった方々に対し表彰を行います。

2事業者を表彰し、取り組み事例を一般に公表することにより、交通関係における環境対策の進展を図ることができまし
た。

34

　（６）出前講座等による啓発
　　　 活動の推進

多くの学校から出前講座の依頼をして頂けるよう、教育委員会に対
して働きかけを行います。

出前講座を、小中学生だけではなく業界団体を対象とした講座を開催し、対象範囲の拡大に努めました。また、3県3市の
教育委員会を訪問して周知しました。

38

交通がもたらす環境への影響に対する理解と環境負荷の小さい移
動のために個人がなし得ることの認識を深めます。又、海運や造
船、船員といった海事産業の理解を深めるために「交通エコロジー教
室」を開催します。

小学生の親子を対象に開催し、地球環境にやさしい交通について理解・認識を深めていただきました。 39

イベントやフェアにおいて一般ドライバーを対象にエコドライブの啓発
を行います。

自治体等が開催する各種イベントにおいて、啓発チラシを配布しエコドライブの啓発を行いました。 40

 ◎は重点事項

平成２３年度環境行動計画の取り組み及び評価
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達    成    状    況

－　７　－

２．環境負荷の小さい交通体系の
　　構築
　（１）公共交通機関の利用促
　　　進

Ⅰ．地球温暖化問題への
　　 取り組み

項　　　　目



目   標 参照頁

３．輸送分野におけるエネル
　　ギー使用の合理化の推進

改正省エネ法に基づき、特定輸送事業者の省エネに向けた取り組
み状況を調査するとともに、その取り組み内容を事業者間で共有し
省エネ措置の確実な実施を図っていきます。

特定輸送事業者8社に対し省エネ対策の実態調査を実施しました。今後は、取り組み内容を事業者間で共有することに
より省エネ措置の確実な実施を図っていきます。

41

Ⅱ．大気汚染問題への取り
　　 組み

１．ＣＮＧトラック・バスの導入
     促進

近畿黒煙ゼロ推進連絡協議会の活動を中心に、低公害車普及促進
に関する説明会や展示・試乗会等の実施、普及啓発ツールの作成、
低公害車普及促進に関する出前講座の実施など啓発活動の推進を
図ります。

低公害車普及促進に関する説明会や展示・試乗会等の実施など啓発活動を推進しています。 43

２．自動車Nox・PM法に基づく
　　事業者指導の実施

自動車Nox・PM法に基づく一定規模以上の運輸事業者の自動車使
用管理計画書の提出等指導を実施します。

未提出事業者に督促するとともに、指導を行いました。 44

３．ディーゼル車の点検の実
　　施等

６月及び10月を重点実施期間としてディーゼルクリーン・キャンペー
ン展開し、街頭検査の実施及び迷惑黒鉛通報制度を活用し、更なる
環境対策を推進します。

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｸﾘｰﾝ・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ及び迷惑黒煙通報制度を活用して一般ﾕｰｻﾞｰに黒煙の有害性、改善対策について周知するとと
もに、電光掲示板、チラシの配布等により広報活動を行いました。又、市民黒煙モニター制度により通報された迷惑黒煙
排出車両の使用者に対し、車両の改善をするよう指導を行いました。

45

４．街頭検査の実施
安全確保、環境保全のため定期的街頭検査を行い、整備不良車や
不正改造車の排除、撲滅に努めます。

街頭検査の充実・強化を図ったところ、検査目標台数14，500台に対して17，107台の検査を実施しました。 46

５．国道４３号等の沿道におけ
　　る環境改善

尼崎地区ディーゼル車排ガスクリーンキャンペーンとして街頭検査を
計画し取り組んでいきます。又、阪神高速湾岸線への迂回運行の要
請や幹線沿道交通環境改善促進に向けた取り組みを実施します。

毎月２回の街頭検査を計画しましたが雨天もあり、14回、156台に対し街頭検査を実施しました。又、交通需要縮減キャン
ペーンを実施し、トラック事業者等に阪神高速湾岸線への迂回要請を行いました。

47

６．船舶からの大気汚染物質の
　　排出規制業務の円滑な実施

外国船舶に対して実施するポートステートコントロール（ＰＳＣ）におい
て、海洋汚染防止条約に基づき適正な検査を実施します。

741隻の外国船舶に対してポートステートコントロール（ＰＳＣ）を実施し、51件の欠陥を指摘し改善指導を行いました。 48

Ⅲ．循環型社会の形成に向
　　 けた取り組み

１．自動車リサイクルの円滑な
　　推進

自動車リサイクル法の施行に伴う新抹消登録制度の適正な運用を
図り、関係行政機関とも連携し、使用済み自動車の不法投棄の防止
や資源のリサイクルに努めます。又、自動車整備におけるリサイクル
部品の利用促進等を図ります。

一時抹消登録車両の大量所有者の大幅な減少など適正な解体処理が進んでいると思われます。また、自動車分解整備
事業者等に対し、リサイクル部品の利用促進を自動車ユーザーに働きかけるよう周知を行いました。

50

２．ＦＲＰ船リサイクル
ＦＲＰ船リサイクルシステムの利用促進と自治体による廃船処理シス
テムの活用を促進します。

一般ボートユーザーに対し、自治体ホームページ等で周知広報活動を行い、リサイクルシステムの積極的な活用を依頼
しました。

52

Ⅳ．海洋汚染対策・プレジ
      ャー ボート関係利用
      環境対策

１．海洋汚染問題への取り組み
外国船に対する海洋汚染防止設備等に関する検査の強化を図りま
す。
実施目標隻数：815隻（近畿運輸局500隻、神戸運輸監理部315隻）

強化重点を絞ったポートステートコントロールを実施した結果、欠陥の指摘及び是正指導隻数が多くあり海洋汚染の防止
を図ることができました。
実施隻数：741隻（近畿運輸局431隻、神戸運輸監理部310隻）

53

海洋汚染防止設備の保守・管理状況及び廃油の処理・管理状況の
立入検査を実施します。

内航船に立ち入り、設備の保守・点検、廃油の処理・管理状況について検査を実施しました。
立入検査数：66隻（近畿運輸局44隻、神戸運輸監理部22隻）

53

廃油処理事業者に対し、廃油処理施設への立入等により廃油の適
正な処理が行われるよう指導します。

全廃油処理事業者に対し立入検査を実施し、点検指導を行いました。
立入検査数：15（近畿運輸局10、神戸運輸監理部5）

54

船舶からの油の不正な排出の防止に関する業務の管理を行う「油濁
防止管理者」を養成する講習を実施します。

近畿運輸局において、油濁防止管理者養成講習を実施しました。
講習修了者：9名

54

船舶油濁損害賠償保障法に基づき、入港外航船舶へのＰＩ保険加入
状況の確認及び立入検査等を実施します。

船舶油濁損害賠償保障法への適合性を確認するとともに、立入検査等を実施し保障契約を締結していない船舶等に対
して行政命令を発出しました。
立入隻数：700隻（近畿運輸局389隻、神戸運輸監理部311隻）

54

２．プレジャーボート関係利用
　　環境対策

プレジャーボート等の利用適正化に向け関係者との意見・情報交換
を行い、又、水上バイクの水域利用に関するルール、マナー啓発活
動を実施します。

関西舟艇利用振興対策連絡会議を開催し、プレジャーボート及び水上バイク等の利用に関する意見・情報の交換を行い
ました。

55

達    成    状    況
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 １．低公害車の普及等・・・Ｐ１６～１８ 

      低燃費・低排出ガス認定車等に係る自動車グリーン税制（自動車税）及び自動車重量税・自 

動車取得税の減免を活用し、また、自治体、関係団体等の開催する環境啓発イベントに積極的 

に参画し、低公害車を広く一般にＰＲするとともに普及促進を図ります。 

 

 

 

 ２．エコ通勤の推進・・・Ｐ２４～Ｐ２６ 

   環境負荷の軽減や公共交通機関への利用転換を図る「エコ通勤」の推進に向けて、自治体及び

事業所を積極的に支援するとともに、国土交通本省が平成21年 6月に創設した「エコ通勤優良事

業所認証制度」により、今年度は新たに81件の新規認証（近畿圏認証累計150事業所）を目標と

して普及啓発に取り組みます。 

 

 

 

３．モーダルシフト等推進事業の促進・・・Ｐ２８～Ｐ２９ 

「モーダルシフト等推進事業費補助金交付制度」により、荷主企業、貨物運送事業 

者等、物流に係る関係者によって構成される協議会が行うモーダルシフト等の推進を 

図る取り組みを支援します。 

 

 

 

 ４．運送事業者のグリーン経営の推進・・・Ｐ３０～Ｐ３１ 

グリーン経営推進マニュアルを周知するとともに、運送事業者に対しグリーン経営認証制度の 

普及を図ります。今年度は、全業種で平成24年 3月 31日現在の認証登録事業所数の10％に相当

する事業所（104 事業所）がグリーン経営認証を取得することを目指して、関係団体等と連携し

て普及促進に努めます。 

 

 

 

５．節電に対する取り組み・・・Ｐ４１～Ｐ４２ 

   電力需給の逼迫に備えて、使用電力の抑制を図るとともに地球温暖化防止の観点から、鉄軌道事 

業者、営業（冷蔵）倉庫等大口需要家への節電取り組み依頼や、関係団体・事業者へ節電の協力依

頼を行うなど、節電の取り組みを推進します。 
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 １．低公害車の導入・普及促進 

      低燃費・低排出ガス認定車等に係る自動車グリーン税制（自動車税）及び自動車重量税・自動 

車取得税の減免を活用して、低公害車の普及促進を図りました。      

また、自動車点検整備推進運動とあわせて次世代自動車試乗会を開催して、低公害車の普及啓 

発活動を行いました。これらの普及啓発活動を推進することにより、一般市民の低公害車に対す 

る認識は徐々に深まってきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度環境行動計画の重点事項への取り組み及び評価 
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２．エコ通勤の推進 

各種協議会等の場において、エコ通勤の取り組みに対しＰＲを行った結果、エコ通勤に関する

意識が高く、エコ通勤に関する取組を自主的かつ積極的に推進している管内25事業所を「エコ通

勤優良事業所」として認証、登録を行うことができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（近畿圏内平成 24 年 3 月 31 日現在） 
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３．モーダルシフト等推進事業の促進 

平成23年度から新たに創設された「モーダルシフト等推進事業費補助金交付制度」により、荷 

主企業、貨物運送事業者等、物流に係る関係者によって構成される協議会が行うモーダルシフト 

等の推進を図る取組を、支援しました。 

 

 

 

４．運送事業者のグリーン経営の推進 

グリーン経営認証制度の説明会を、平成23年度は10回開催し、また、各種会議及びイベント 

等あらゆる機会を捉えて認証登録事業者の拡大を図った結果、全業種で新たに57事業所が認証登 

録を行いました。 

平成 24年 3月 31日現在 

 トラック バス タクシー 旅客船 内航海運 港湾運送 倉庫 

事業所 781 56 44 2 6 26 129 

 

 

荷主企業、物流事業者等、物流に 係る関係者に よって構成さ れる協議会が行うモー ダルシフト等推進事業計画に基
づく事業に 要す る経費の一部を補助することに より、CO２ 排出原単位の小 さい輸送手段 への転 換を図る モー ダルシフト
を推進すると ともに、温室効果ガスの削減に よる地球温暖化の防止並び に低炭素型の物流体系の構築を図る。

モー ダルシフト等推進事業

モ ー ダルシ フト等推進事業計画

他

協議会

物流事業者荷主企業

荷主企業、物流事業者等、物流に 係る

関係者で構成さ れる協議会により 、モーダ
ルシフト等推進事業計画（輸送量･期間、
CO ２排出削減量等を記載）を 策定

国は、C O
２
排出削減効果の高い 取

組みを優先的に 採択し、運行経費等
に 対して 補助（最大1／2）

＜目的 ＞ モーダ ルシ フト推進のた めの新規顧客開拓

・これにより 、モーダ ルシフトに対する不安を解消

⇒モー ダルシ フ トの推進

＜目標＞ モ ーダル シフト推進に よるCO ２排出量削減
目標値（20 12年）：鉄道コンテ ナ 約36 億ﾄﾝｷﾛ増送

内航雑貨 約5 3億ﾄﾝｷﾛ 増送
（2009年比）

＊モ ー ダ ルシ フト 等推進 事業に は、 幹線輸 送に おけ る輸送 ルー トの 集約化を 含む。

荷主 のモーダ ルシフトに対する 不安

・出荷ロット・荷役設備の変更等に 伴う費用

・輸送品質（振動、荷痛み等）

目的・目 標

国の支援

協議会に おい て、モ ーダ

ルシフト等推進事業計画に

基づく 事業を実施

©Minis try o f Land, Infr ast ruc tur e, Tr ans port an dT ouris m
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５．内航船・旅客船に対する省エネ機器等の導入促進支援策の推進 

環境負荷低減に資する海上交通低炭素化促進事業（改造等）を9次募集（8/31）まで実施し、

支援を行いました。 

 
＜近畿実績＞ 
旅客船 申請件数 3 隻  1085万円 交付決定  3 隻 1081万円 
貨物船 申請件数 8 隻  21百万円 交付決定  8 隻 21 百万円 

＜神戸実績＞ 
旅客船 実績なし 
貨物船 申請件数28隻 105百万円 交付決定 28隻 105百万円 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 目 的

モーダルシ フトの主要な担い手であるフェ リー・内航海運の低炭素化等を行うことにより、競争力の確保・活性
化を図る。

○ 内 容

船舶 運航事業者等が行う省エネ効果の高い機器の導入等に対して補助す る。ま た、省力化など更なるコスト縮

減に資する取組みについて支援を行う。

○ 近 年 、 長 距 離 フ ェ リ ー の 輸 送 実 績 は 急 減

（年 間 輸 送 量 ）平 成 2 0年 度 ・21 年 度 ト ラ ッ ク ▲ 2 3％

500
600

700

800

900

1000

H 10 H 11 H 12 H 13 H1 4 H 15 H 16 H 17 H 18 H 19 H 20 H 21

（ 百 万 台 キ ロ ） 長 距離 フェ リー のトラック航送 量につ いて

○ フ ェリ ー ・内 航 海 運 は 、同 一 貨 物 を 輸 送 す る 際 の Ｃ Ｏ ２

排 出 原 単 位 が 陸 上 トラ ッ ク の 約 ４ 分 の １で あ り 、環 境 に

優 し い

全 て が 陸 上 輸 送 に 転 移 し た と 仮 定 し た 場 合 、Ｃ Ｏ ２ 排 出 量 が
年 間 2 66 万 ト ン増 加 （ 営 業 用 トラ ッ ク の 排 出 量 が 7％ 増 加 ）

海 上 交 通 低 炭 素 化 促 進 事 業 （ １ ／ ２ 、 １ ／３ 補 助 ） (約 4 .5 億 円 )

船 舶 の 高 度 な 低 炭 素 化 に 資 す る設 備 導 入 に 対 し 補 助 を行 い 、競 争 力 の 強 化 を 図 る 。

（想 定 さ れ る機 器 の 例 ）

・ 運 航 効 率 を 向 上 さ せ る 船 体 改 造 ・改 修

( 整 流 板 、船 底 低 摩 擦 化 )
・ 推 進 効 率 を 向 上 さ せ る 機 器 (プ ロ ペ ラ ボ ス 取 付 翼 )

省 力 化 な ど コ ス ト縮 減 に 資 す る 取

組 み （例 ： 省 力 化 に 資 す る 機 器 の

設 置 な ど） に つ い て 実 証 調 査 を行
う。

海 上 交 通 効 率 化 実 証 調 査 (約 1 億 円 )

海 上 交 通 の 低 炭 素 化 等 総 合 事 業
平成 2 3年 度 予 算
約 5.5億 円 （ 拡 充 ）
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  近畿運輸局及び神戸運輸監理部では、交通環境対策として、以下の４本の柱を軸に「近畿におけ

る交通環境対策アクションプラン」を策定し、積極的に取り組みを展開します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  なお、平成２４年度交通環境対策アクションプランについては、個別の施策について未確定の事

項があります。     

平成２４年度環境行動計画（交通環境対策の４本の柱） 

 

・低公害車の普及等 

・連続立体交差化事業の推進 

・地域の公共交通の活性化・利用円滑化 

・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰによる公共交通利用促進 

・エコ通勤の推進 

・グリーン物流の推進 

・環境に優しい事業運営の推進 

・出前講座等による啓発活動の推進 

・改正省ｴﾈﾙｷﾞｰ法による省ｴﾈ対策の推進 

・節電に関する取り組み 

 

・ＣＮＧﾄラック・バス等の導入促進 

・ＮＯｘ･ＰＭ法に基づく事業者指導の実施 

・ディーゼル車の点検の実施等 

・街頭検査の実施 

・国道４３号等の沿道における環境改善 

・船舶からの大気汚染物質の排出規制業

務の円滑な実施 

 

 

 

・自動車リサイクルの円滑な推進 

・ＦＲＰ船リサイクルの普及啓発 

 

 

 

 

 

 

・海洋汚染問題への取り組みの実施 

・プレジャーボート関係利用環境対策の 

推進 

 

 

 

Ⅰ．地球温暖化問題への取り組み 

 

Ⅳ．海洋汚染対策・プレジャーボ

ート関係利用環境対策 

Ⅱ．大気汚染問題への取り組み 

Ⅲ．循環型社会の形成に向けた 

取り組み 
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  地球温暖化は全世界的な問題であり、早急な対策が必要である。 

 京都議定書目標達成計画（平成17年 4月策定、平成20年見直し）及び地球温暖化対策推進大綱(平

成 14年 3月）等に基づき、運輸部門においてもＣＯ２の削減が必要となっている。 

 このため、自動車グリーン税制の活用等により、低公害車の普及促進を図るとともに、公共交通機

関の利用促進及びモーダルシフト、物流の効率化等の施策の推進により、環境負荷の小さい交通体系

の構築を目指す一方、平成18年 4月 1日に施行された「エネルギー使用の合理化に関する法律の一部

を改正する法律」（改正省エネルギー法）に基づき、エネルギー使用の合理化を図る。 

 

 

１．自動車交通対策 

 

 （１）低公害車の普及等 

   ＜近畿地区における低公害車の導入＞ 

      平成１３年７月に経済産業省、国土交通省、環境省の３省により「低公害車開発普及アクショ 
ンプラン」が策定され、近畿地域における全般的な低公害車の導入促進を図るため、国、地方自 
治体、関係団体、及び産業界が連携し種々取り組みを行ってまいりました。 
低公害車（天然ガス（CNG）、電気、メタノール、ハイブリッド自動車に加え低燃費かつ低排 

出ガス認定車）の導入については、全国ベースで２０１０年度までのできるだけ早い時期に１， 
０００万台以上の普及を目指し取り組んでまいりましたが、平成１７年度末には１，２１９万台 
と目標を達成し、平成２３年３月末日現在では２，２００万台を突破している状況です。 
近畿地区におきましても、１７年度末までに１５０万台以上を目標に普及活動に努めた結果、 

同年年度末には１９０万台を記録し、さらに普及促進を推進するため、平成１８年６月の近畿低 
公害車導入促進協議会総会において、短期目標として平成１８年度末に２３０万台、中期目標と 
して平成２０年度末に３００万台の目標を設定し取り組んでまいりましたが、平成１９年９月末 
には、２３０万台を平成２１年度末には３１０万台とそれぞれ目標を達成し、その後も普及は伸 
びてきていますが、引き続き事業活動、広報活動を行っていきます。 
 

  低公害車 

   低公害車には次の種類がある。（低燃費かつ低排出ガス認定車を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．地球温暖化問題への取り組み 
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①�  自動車グリーン税制・自動車重量税等の減免の活用 

         低燃費・低排出ガス認定車等に係る自動車グリーン税制（自動車税）及び21年度から始ま

った自動車重量税・自動車取得税の減免を活用して、低公害車の普及促進を図る。 
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     ② 協議会等を活用した普及啓発活動の推進 

       国、地方自治体、関連団体等の既存の協議会を活用し、低公害車の普及・啓発活動、導入促進 

を図るとともに、自治体等の開催する環境啓発イベントに積極的に参画し、各種ツールにより 

低公害車を広く一般にＰＲする。 

  

  【平成 23年度の取り組み及び評価】 

    平成23年 6月 26日、和泉自動車検査登録事務所において、自動車点検整備推進運動とあわ 

せて次世代自動車試乗会を開催し、低公害車の紹介・啓発を行った。同時に、電気自動車保有 

者アンケートを実施して、一般市民の低公害車に対する認識度を調査した。 

アンケート調査の結果は、平成24年度の取り組みに活用していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）交通流対策 

 

①�  連続立体交差化事業の推進 

南海本線北助松～忠岡間が完成を予定しており、８箇所の踏切が除去出来る。 

今後も連続立体交差化事業による踏切の除去及び歩道拡幅による歩行者の安全対策を図る等、 

踏切の安全対策及び周辺道路の渋滞緩和を進める。 

  

路 線 名 
事 業 区 間 除去予定 

踏切数 
完成年度 

区 間 名 キロ数 

近鉄  奈良線 八戸ノ里～瓢箪山 3.3km 9 箇所 平成 28年度 

南海  本線 

      本線 

      高師浜線 

    本線 

北助松～忠岡 2.4km 8 箇所 平成 24年度 

浜寺公園～北助松 

羽衣～伽羅橋 

3.1km 

1.0km 

13箇所 

－ 

平成 31年度 

平成 31年度 

石津川～羽衣 2.6km 7 箇所 平成 29年度 

阪急  京都線 

    千里線 

      京都線 

南方～上新庄 

天神橋筋六丁目～吹田 

東向日～桂 

3.3km 

3.8km 

2.0km 

6 箇所 

11箇所 

3箇所 

平成 37年度 

平成 37年度 

平成 27年度 

阪神  本線 

      本線 

住吉～芦屋 

甲子園～武庫川 

4.0km 

1.8km 

11箇所 

6箇所 

平成 27年度 

平成 30年度 

山陽  本線 山陽明石～林崎松江海岸 1.9km 9 箇所 平成 28年度 

ＪＲ西日本 阪和線 
下松～東貝塚 

（事業は高架化工事） 
2.1km 7 箇所 平成 30年度 
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  【平成 23年度の取り組み及び評価】 

   計画された連続立体交差事業等の進捗状況については、近鉄奈良線八戸ノ里～瓢箪山間が文 
化財調査範囲の拡大等の影響により、当初計画よりも遅れているが、その他の連続立体交差事業 
については概ね計画どおりに、進捗しています。 

 

 

２．環境負荷の小さい交通体系の構築 

 

 （１）公共交通機関の利用促進 

        深刻化する都市の交通渋滞を緩和し、交通環境負荷を低減する等交通分野における諸問題を       

解決するため、マイカーから鉄道、バス等の公共交通機関への利用転換を促進するための取り       

組みを推進する。 

 

     ① 地域の公共交通の活性化・利用円滑化 

         地域再生の推進、急速な人口減少・高齢社会の到来、地球規模の環境問題といった我が国の       

主要な課題に的確に対応するとともに、「どこでも、誰でも、自由に、使いやすく」のユニバ        

ーサルデザインの考え方に基づく国民生活の質の向上を図るため、公共交通の維持、利便性向       

上等による公共交通の活性化・利用円滑化に向けた取組に対する総合的な支援を実施       

する。 

1) 地域公共交通の活性化・再生の推進 

平成 23 年度に引き続き、存続が危機に瀕している生活交通のネットワークにつ 

いて、地域のニーズを踏まえた最適な交通手段の確保維持のため、地域の多様な関 

係者による議論を経た地域の交通に関する計画に基づき実施される取組について 

地域公共交通確保維持改善事業など支援制度活用等を通じ、交通不便地域の移動確 

保を目的とした陸上交通や離島航路の確保維持のほか、ノンステップバス導入、タ 

ーミナルのバリアフリー化、LRT、BRT、IC カード導入、地域鉄道の安全確保等の 

取組に対し一体的かつ継続的、より効果的・効率的な支援を行う。 
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【平成 23年度の取り組み及び評価】 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく地域公共交通総合連携計画は、平成

23 年度までに近畿 2 府 4 県において 60 地域で作成、提出された。新たに創設された地域

公共交通確保維持改善事業においては陸上交通の確保維持のうち、平成 23 年度の

幹線系統で 23 事業者 147 系統、フィーダー系統で 14 地域 158 系統、離島航路 1
件、バリアフリー化については、鉄道 32 件、バス 16 件、タクシー28 件、利用環

境改善は 6 件、鉄軌道安全輸送設備等整備は 10 件、地域公共交通調査事業は 6 件

となっている。（フィーダー系統 14 地域のうち 11 地域が地域公共交通活性化・再

生総合事業の計画事業から移行、2 地域が同制度調査事業から移行、1 地域が新規

の取組。） 
また、地域公共交通活性化・再生総合事業経過措置については、管内 30 地域で

取組が行われた。（滋賀県 4 地域、京都府 1 地域、大阪府 5 地域、兵庫県 8 地域、奈

良県 7 地域、和歌山県 5 地域） 
地域公共交通確保維持改善事業においては、地域関係者からなる協議会等が、地

域ニーズを把握しつつ、その議論を経て、「生活交通ネットワーク計画」を策定し、

バス、旅客船による交通不便地域や離島の移動確保、エレベーター整備、ノンステ

ップバス、福祉タクシー導入等バリア改善、バスロケーションシステム、ＩＣカー

ド導入等利用環境改善、線路設備等鉄軌道安全輸送設備等整備など様々な取組がな

された。また、地域公共交通活性化・再生総合事業においては、地方鉄道やフェリ

ー航路の活性化、コミュニティーバスの実証運行、公共交通利用促進などの事業が実

施されたところである。 
 

     ② バリアフリー施策の推進 

     平成 18年 12月 20日に施行されたバリアフリー新法及び平成23年 3月 31日に改正した基

本方針に基づき、旅客施設、道路、建物等の一体的・総合的な取り組みを引き続き進めていく。 

    

       1) 旅客施設、バス車両等のバリアフリー化 

       交通事業者による鉄軌道駅等の旅客施設、バス車両等のバリアフリー化をより一層推     

進する。 

 

【平成23年度の取り組み及び評価】 

鉄道駅、バス車両等のバリアフリー化は、補助制度の助成等により整備が進んでおり、近

畿圏のバリアフリー化は、その他の大都市圏と比べても進んでいる。しかしながら、平成

23年 3月 31日に改正した基本方針による新たな整備目標を達成するためには、更なる取り

組みが必要である。 

 

        2) 基本構想策定支援 

        市町村における基本構想策定協議会への参画、基本構想作成セミナー開催等により、基本

構想策定を積極的に支援する取り組みを引き続き進めていく。 
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【平成23年度の取り組み及び評価】 

高槻市、吹田市、守口市、富田林市、松原市、京都市、神戸市、播磨町、大和郡山市、香

芝市、那智勝浦町の基本構想策定協議会へ参画し、新たに２市（高槻市、守口市）で２構想

が策定された。基本構想が未策定の湖南市、奈良市、河合町にプロモート活動を実施し、基

本構想策定促進について積極的に働きかけを行った。 

また、平成24年 2月 15日に奈良県において「基本構想策定支援セミナー」を開催し、13

自治体27名、県土木事務所9名の参加があった。さらに、平成23年 12月 8日に大阪市内に

おいて「バリアフリーなまちづくりを考えるつどい」を四局（近畿地方整備局、近畿運輸局、

神戸運輸監理部、大阪航空局）共催で開催した。 

改正基本方針により、バリアフリー化整備対象鉄道駅が１日当たり利用者数５千人以上の

駅から３千人以上の駅に拡大されており、基本構想未策定の自治体や基本構想策定済の自治

体においても、改正基本方針の整備目標を達成するために、新たな基本構想の策定が求めら

れる。 

今後とも基本構想策定協議会への参画や策定支援セミナーの開催等、積極的な支援をより

一層進める必要がある。 

 

     3) バリアフリー教室の開催 

            高齢者・障害者等の擬似体験、介助体験等を通じて、お年寄りやお身体の不自由な方を 

サポートする「心のバリアフリー」を広げるため、近畿全府県でバリアフリー教室を開催 

する。 

また、神戸運輸監理部も平成 23 年度と同様にバリアフリー教室の開催に取り組み、多

くの人に心のバリアフリーについての啓蒙をしていく。 

 

【平成23年度の取り組み及び評価】 

    各運輸支局等主導で、バリアフリー教室を近畿２府４県７ヶ所で７回開催した。 

 また、職員にも広く「心のバリアフリー」を広めるため、本局職員対象のバリアフリー教

室を２日間、延べ４回開催した。 

        23年度のバリアフリー教室は、対象者を民生委員、船員教育機関の学生、福祉系専門学校 

の学生、市町村バリアフリー施策担当者とした他、全国初の取り組みとして、陸海空全ての 

交通モードが揃う関西国際空港で、四局（近畿地方整備局、近畿運輸局、神戸運輸監理部、 

大阪航空局）共催により開催する等、内容を工夫した取り組みを行った。 

        神戸運輸監理部では、神戸港で旅客船ターミナルと遊覧船を使ったバリアフリー教室を、 

また、姫路港では中学生を対象に旅客船とノンステップバスを使ったバリアフリー教室を開 

催し心のバリアフリーについて啓蒙を行った。 

 

    （近畿運輸局） 

    一般教室の開催結果  

     H23. 5.27    木津川市（ＪＲ木津駅／民政委員）                      34名 

     H23.10.19    湖南市（湖南市役所／小学四年生）                 94名 

     H23.12. 4    和歌山市(わかやまし社協まつり／一般)            29名 

       H23.12.13    橋本市（紀見小学校／小学四年生）                       72名 

      H24. 1.27    芦屋市（海技大学校／二年生）                 24名 
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       H24. 2. 8    泉佐野市(関西国際空港／専門学校生）                    36名 

       H24. 2.15    磯城郡田原本町(県営福祉パーク／市町村職員）         28名 

 

職員対象教室の開催結果 

           H23.10.31    第１回・第２回職員教室                  47名 

       H23.11. 7   第３回・第４回職員教室                     39名 

 

   （神戸運輸監理部） 

 一般教室の開催結果 

      H23. 9.22 神戸市(神戸港中突堤かもめりあ／小学四年生）              34名 

H23.11. 8 姫路市(姫路港旅客船ターミナル／中学一年生）              132名 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 交通のバリアフリー化に貢献のあった方々に対する顕彰 

         バリアフリー化に関する優れた取り組みを広く普及させるとともに、これらの諸活動を奨

励するため、近畿運輸局長及び神戸運輸監理部長によるバリアフリー化推進功労者表彰を行

う。 

 

【平成23年度の取り組み及び評価】 

     平成23年 9月 5日、平成23年度近畿運輸局バリアフリー化推進功労者表彰として、宇治 

観光ボランティアガイドクラブ、(株)キャビック、高槻市を表彰し、広くその功績を紹介し 

称えた。 

        

    5）その他 

・交通消費者行政会議 

（大阪・京都・兵庫の各運輸支局等で開催予定） 

会議の企画運営は、地域毎の特性を見極め本局・支局が協議してテーマを定め会議開催と

する。 

    ・知的・精神・発達障害者への理解を深める取り組み 

身体障害に比べて一般的に理解が進んでいない分野での障害であり、「心のバリアフリー」

を広める取り組みとして、年度内に講習会等を開催する。 

 

自治体

交通事業者

福祉団体等

障害者団体等

バリアフリー
教室

駅施設を利用して高齢者

及び障害者等の擬似体験、
介助体験を実施。

講師

アドバイザー

協力

施設・車両

交通バリアフリーへ
の理解を深める

「心のバリアフリー」を広げる

近畿運輸局 バリアフリー教室
―お手伝いしましょうか―
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【平成23年度の取り組み及び評価】 

近畿運輸局交通消費者行政会議 

        ３県（奈良運輸支局・滋賀運輸支局・和歌山運輸支局）において共通テーマで開催し、意 

見交換、情報共有等を行い、そのとりまとめを「近畿運輸局だより」への掲載や関係部局へ 

報告した。 

 また、各支局から平成24年 3月 14日開催の第１回近畿地域バリアフリーネットワーク会 

議で報告を行った。 

      ・H24.1.11 和歌山運輸支局 

    テーマ「旅客施設や車両等のサイン（案内表示）の現状について」 

     ・H24.1.17 滋賀運輸支局 

テーマ「浜大津地区旅客施設のサインの現状について」  

・H23.3. 2 奈良運輸支局 

           テーマ「旅客施設や車両等のサイン（音声案内）の現状について」 

 

    知的・発達障害者への理解を深める講習会の開催 

        平成２３年１２月８日に大阪歴史博物館で開催した「バリアフリーなまちづくりを考える 

つどい」のプログラムのひとつとして、有識者に知的・精神・発達障害者への理解を深め 

る、講演を実施。 

・H23.12. 8 大阪歴史博物館（公共交通事業者・地方自治体・関係団体等／152名） 

 

                                                              
鉄軌道（利用者数５千人以上／日のもの。）（段差解消）・鉄軌道車両 

 
 

 
 

 
 

近畿管内 全 国 基本方針の目標  
 

 
 

２２年度末 ２２年度末 目標年 目 標 
鉄軌道駅     87.8%(78.7)    85.5%(76.9) 平成２２年 

（２０１０） 
  １００％   

鉄軌道車両     36.2%(32.6)    49.5%(45.7)   約５０％   
 
ノンステップバス等の車両数（全国）                             （台）  
 
 
 
 
 
 

 
年度 
 

                      低床バス リフト付バス 
 

乗合バス 
総車両数 

 

 
 
 
 
  
 

うちノンステップ  
車両数 総車両数比 車両数 総車両数比 車両数 総車両数比 

20 13,822 23.0% 25,038 41.7% 800 1.3% 59,973 
21 15,298 25.8%  27,177     45.8%     839      1.4%  59,359 

 22  16,534     27.9%  29,216     49.4%     904      1.5%   59,195 
 
ノンステップバス等の車両数（近畿）                             （台） 
 
 
 
 
 
 

 
年度 
 

                      低床バス リフト付バス 
 

乗合バス 
総車両数 

 

 
 
 
 
  
 

うちノンステップ  
車両数 総車両数比 車両数 総車両数比 車両数 総車両数比 

20   2,893     32.2%   4,566     50.9%     179      2.0%    8,977 
21   3,119     35.3%   4,966     56.1%     183      2.1%    8,847 
22   3,293     37.5%   5,229     59.6%     200      2.3%    8,780 

 
※段差解消とは、バリアフリー法に基づき、移動経路の幅、傾斜路、エレベーター、エスカ
レーター等の適合をいう。 
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（２）モビリティ・マネジメントの推進 

① モビリティ・マネジメント施策（ＭＭ施策）の推進 

        環境負荷の軽減や公共交通機関への利用転換等、ＭＭ施策に係る期待は大きくなっている。

今後、新たにＭＭ施策を検討しようとする自治体等が増加すると考えられることから、『関西

モビリティ・マネジメント研究会』を通じ、自治体、ＮＰＯ等からの取り組み事例報告等情報

交換を行うことにより、より効果的な施策が展開できるよう積極的な支援を行う。 

 

【平成23年度の取り組み及び評価】 

平成 24年 2月 24日「モビリティ・マネジメントセミナー2012」を開催し、全国各地の地域、

職場、学校の各分野のＭＭの取り組み事例を紹介し、地域の実情にあったＭＭの推進を図った。 

近畿圏内の自治体や交通事業者の交通政策担当者が多数参加し、ＭＭに対する理解を深める

ことができた。 

 

② エコ通勤の推進（職場交通マネジメントの推進） 

環境負荷の軽減や公共交通機関への利用転換を図る「エコ通勤」の推進に向けて、自治体及

び事業所を積極的に支援するとともに、国土交通本省が平成21年 6月に創設した「エコ通勤優

良事業所認証制度」により、新たに81件の新規認証（近畿圏認証累計150事業所）を目標とし

て普及啓発に取り組みます。 
 

【平成 23年度の取り組み及び評価】 

     各種協議会の場を活用し、又、自治体、交通事業者及び地方銀行等に出向いてエコ通勤の取

り組みのＰＲを行った。（エコ通勤パンフ2，100枚配布。） 

その結果、エコ通勤に関する意識が高く、エコ通勤に関する取り組みを自主的かつ積極的に

推進している管内の25事業所を新たに「エコ通勤優良事業所」として認証、登録を行うこと

ができた。今後も積極的にPR活動を実施していくことが必要である。 
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自宅・社宅・寮 等

オフィス、工場等

「エコ通勤」

の実施

・渋滞の発生
・周辺環境の悪化

・交通事故

自宅・社宅・寮 等

社宅・寮 等

自宅 等 自転車

オフィス、工場等

鉄道駅 等

通勤電車

通勤バス

取組前 取組後

③の「具体的取組み」とは
以下のいずれかを実施していること

ア．コミュニケーションアンケートの実施
（個々の従業員の交通行動の転換を促すこ
とをねらいとしたアンケート）

イ．①従業員に対するエコ通勤の呼びかけ
（例：公共交通情報の提供、チラシ
の配布、等）

②その他エコ通勤に資する取組み
（例：エコ通勤を促す通勤制度、自転車

通勤の奨励、等）

※ア及びイ．①については、原則、過去１年
以内の取組み、イ．②については、申請時
も継続している取組みが対象となる。

エコ通勤優良事業所認証制度

認証機関：公共交通利用推進等マネジメント協議会
有効期間：２年（１年ごとに取組み状況を報告）

２回（２年分）の報告内容により、有効期間を２年延長
申請窓口：近畿運輸局交通環境部環境課

認証対象：以下の基準を満たした事業所（行政機関を含む）
①エコ通勤推進担当者が指名されていること
（ ②・③・④の取組みの実施を統括し、取組みの円滑な推進を図る者とする）

②従業員の通勤実態を把握していること
（クルマだけで○人 鉄道・バスを使って○人 バイクだけで○人 自転車だけ
で○人 徒歩だけで○人等）

③エコ通勤に関する具体的な取組みを実施していること
④エコ通勤プランが作成されていること
（エコ通勤プランは、通勤の現状と、申請後２年程度の取組みの目標と内容等
を盛り込んで作成する（様式２））

・認証にかかる費用は無料です

・認証を受け、登録された事業所の情

報はホームページ等で公表します

・登録事業所には登録証が送付され、
ロゴマークの使用が認められます

・報告されたＣＯ２削減量は京都議定書
目標達成計画の実施報告に算入させ
ていただきます

④の「エコ通勤プラン」（例）

１．通勤の現状
当事業所は○○駅から２ｋｍの位置にあり、また駅

からはバス路線が存在する。そのような立地条件に
あるが、○割の従業員がマイカーで通勤している。
２．取組みの目標

・マイカー通勤者を、２年間で○人まで減らす
・マイカー通勤者の○割が、月１回以上のエコ

通勤を実施する
・○○社宅に導入している通勤バスを既に全

居住者が利用しており、引き続き現在の水
準を維持する

３．今後の取組み
・従業員に公共交通の時刻表や路線図を提

供する
・半年に１度、エコ通勤や健康増進を目的とし

た講習会を実施する
・周辺事業所と連携し、通勤バスの共同運行

を検討する

申請窓口・問い合わせ先

近畿運輸局交通環境部環境課
℡０６－６９４９－６４６６

メールアドレス：ko-koukan@kkt.mlit.go.jp
参考url：http://www.ecomo.or.jp/index.html

（交通エコロジー・モビリティ財団）

・エコに関する意識が高く、エコ通勤を積極的に推進する事業所を認証する制度です

・エコ通勤とは、従業員の通勤手段をマイカーから公共交通や自転車などに転換することを促す取組みです

平成２１年度創設
随時申請募集中

 

 

（近畿圏内平成 24 年 3 月 31 日現在） 
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滋賀 ４事業所 

京都 ８事業所 

大阪 ４７事業所 

兵庫 ７事業所 

奈良 ２事業所 

和歌山 １事業所 

 

 

（３）グリーン物流の推進 

     物流分野における環境負荷を低減させるため、以下の施策を推進する。 

 

①� グリーン物流パートナーシップ推進事業の促進 

「関西グリーン物流パートナーシップ会議」等を通して、荷主企業やフォワーダー、トラッ 

ク事業者等物流事業者に対し、機会ある毎に鉄道やフェリー・ＲＯＲＯ船利用の環境面での優 
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位性をＰＲするとともに、鉄道・海上輸送へのモーダルシフト等、より環境負荷の軽減に効果 

のある事業の推進に取り組む。 

 

【平成 23年度の取り組みおよび評価】 

                      平成23年 7月 27日に「関西グリーン物流パートナーシップ会議」を開催。例年、本会議に 

おいて推薦していたグリーン物流パートナーシップ普及事業（ＮＥＤＯ）の補助対象事業が、 

           新たなエネルギー使用合理化事業者支援事業（ＳＩＩ）として引き継がれたことで国土交通省 

の認定制度が廃止となった。今後も継続してグリーン物流の普及に取り組んでいくが、ＰＲ方 

法については考えていく必要がある。 

 

②グリーン物流セミナーの開催 

鉄道及びフェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフトを中心としたグリーン物流パートナーシ 

ップ推進事業の促進を図るため、関係団体、フェリー船社、鉄道事業者等と連携しモーダルシ 

フトの事例紹介、参加企業とフェリー船社等の意見交換会や相談会を組み入れたグリーン物流 

セミナーを２回程度開催する。 

 

【平成23年度の取り組みおよび評価】 

平成23年9月16日に、フェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフト促進を目的としたセミナー 

を開催し、67団体119名の参加があった。 

また、平成23年10月20日には、鉄道へのモーダルシフト促進を目的としたセミナーを開催 

し、75団体140名の参加があった。 

鉄道及びフェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフトの事例紹介や鉄道貨物ターミナル駅構内 

及びフェリー船内における荷役作業の見学などを通じて、多くの荷主企業や物流事業者の方に 

グリーン物流パートナーシップ推進事業の必要性について理解を得ることができた。 

   今後は、セミナーに参加した荷主企業と鉄道事業者又はフェリー船社とのビジネスマッチン 

グをどのようにさせるかが課題である。 

 

③流通業務総合効率化事業の推進 

関西圏において効率的で環境負荷の小さい物流の構築に向けて、「流通業務の総合化及び効 

率化の促進に関する法律」に基づく流通業務効率化推進計画の認定及び普及を中心に取り組み、 

昨年度以上の認定を目指す。 

 

【平成23年度の取り組みおよび評価】 

      「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」に基づく流通業務効率化計画の認定を 
近畿で２件、神戸で２件行い、事業の推進を図った。平成 17 年の施行から７年目を迎 
え、全国で５年度をメドに 120 件の目標値は４年目にクリアしたが、最近は申請件数 
が鈍化してきており認定も減ってきているが、引き続き事業の推進を図っていきたい。 

 


